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全体像

令和２年度税制改正大綱の結果

所得税

×生命保険料控除制度の拡充

×金融所得課税の一体化（金融商品に係る損益通算
範囲をデリバティブ取引・預貯金等まで拡大）

× 基金拠出型医療法人における負担軽減措置の創設

資産税

×上場株式等の相続税に係る見直し

× 死亡保険金の相続税非課税限度額の引上げ

× 親族以外の第三者による事業承継の促進税制

×医療少数区域等における医療法人承継税制の創設

法人税 ×株式対価による事業再編の円滑化措置の創設

所得税

NISA制度の見直し延長

未婚のひとり親対策と寡婦・寡夫控除の見直し

国外中古不動産の不動産所得の損益通算の制限

譲渡特例を利用した場合の住宅ローン控除の制限

法人税

オープンイノベーション促進税制の創設

連結納税制度のグループ通算制度への移行

グループ通算制度移行に伴う単体納税の見直し

租税特別措置の適用要件の厳格化

企業版ふるさと納税の拡充

消費税
消費税の申告期限の１月延長特例の創設

居住用賃貸建物の仕入税額控除の制限

＜各省庁の税制改正要望のうち見送られたもの＞＜令和２年度税制改正大綱の主要項目＞

令和元年12月12日に与党（自由民主党・公明党）から「令和２年度税制改正大綱」が公表された。
今回は個人・法人ともに節税スキームの防止や適用要件の厳格化が目立つ改正案となった。

例年どおりなら令和２年１月下旬から２月上旬に国会に税制改正法律案が提出、３月下旬に成立・公布され、
４月１日から施行される。
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NISA制度の見直し延長

経済成長に必要な成長資金の供給を促すとともに、人生100年時代にふさわしい家計の安定的な資産形成
を支援していく観点から、NISA制度が次のとおり見直される。
① 一般NISA（年120万円非課税枠）の投資期間終了（令和５年12月31日）の後に、２階建ての新しいNISA
（年122万円非課税枠）が創設（投資可能期間は令和６年１月１日～令和10年12月31日）

② つみたてNISA（年40万円非課税枠）は適用期限が令和24年12月31日まで５年間延長
③ ジュニアNISAは利用実績が乏しいため、令和５年12月31日の適用期限をもって終了

減税

所得税

年120万円まで
非課税投資枠

上場株式等

＜一般NISA＞
５年で最大600万円

～R5.12.31

＜新しいNISA（①）＞
５年で最大610万円
R6.1.1～R10.12.31

【２階部分】
年102万円まで
非課税投資枠

上場株式等(一部除外)

【１階部分】
年20万円まで
非課税投資枠

公募等株式投資信託

年40万円まで
非課税投資枠

公募等株式投資信託

＜つみたてNISA＞
20年で最大800万円
～R24.12.31（②）

選択適用

大綱P18-22

＜ジュニアNISA＞
～R5.12.31で終了（③）
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未婚のひとり親対策と寡婦・寡夫控除の見直し

① 合計所得金額が500万円を超える場合には、寡婦控除の対象外に（寡夫控除と同じ所得制限）
② 未婚のひとり親で生計一の子がいる場合には、寡婦・寡夫控除の対象に
③ 子ありの寡夫は、子ありの寡婦と同様に控除額を35万円に引上げ（現行27万円）
④ 住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある場合には、寡婦・寡夫控除の対象外に
【適用時期】令和２年分以後の所得税

減税

所得税

※改正しても寡婦控除と寡夫控除で差がある部分

【単位：万円】

大綱P37-39

寡婦控除 本人の合計所得金額500万円以下 本人の合計所得金額500万円超

要因 死別 離別 未婚 死別 離別 未婚

扶養親族

子 35 0⇒35 ②
27⇒0 ①

0子以外 27※
0

なし 27※ 0 0

寡夫控除 本人の合計所得金額500万円以下 本人の合計所得金額500万円超

要因 死別 離別 未婚 死別 離別 未婚

扶養親族

子 27⇒35 ③ 0⇒35 ②

0子以外 0※
0

なし 0※ 0
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国外中古不動産の不動産所得の損益通算の制限

不動産所得の金額の計算上生じた損失のうち、耐用年数を簡便法で計算した国外中古建物の減価償却費
に相当する部分の損失については、生じなかったものとみなし、損益通算ができないこととされる。
【適用時期】令和３年分以後の各年

所得税

増税

家賃収入 減価償却費
簡便法で計算

その他経費

損失部分

＜不動産所得＞

給与所得等

○ 国外中古不動産譲渡時の譲渡所得の計算上、取得費から「なかったもの」とみなされた減価償却費分は控除しない。
⇒「なかったもの」とみなされた部分だけ、課税対象になる譲渡所得は小さくなる。

【現 行】
損失は給与所得等と損益通算可

【改正案】
損失はなかったものとみなす
⇒損益通算不可

損益通算

大綱P33,34

会計検査院が
問題点を指摘
（平成27年度）

損失4,405万円を
通算した事例も



与党の令和２年度税制改正大綱に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 6

譲渡特例を利用した場合の住宅ローン控除の制限

新規住宅の居住年から３年目に「従前住宅」を譲渡した場合に、従前住宅について居住用財産の譲渡特例
を受けるときは、新規住宅について住宅ローン控除の適用が受けられない。
【適用時期】令和２年４月１日以後に従前住宅の譲渡をする場合に適用

所得税

増税

大綱P29,30

居住を
やめた年 １年目 ２年目

３年目
【譲渡】
譲渡特例

新規住宅

従前住宅

居住年 １年目 ２年目 ３年目

【現 行】
新規住宅の住宅ローン控除可能
※譲渡特例と併用可能

【改正案】
新規住宅の住宅ローン控除不可
※譲渡特例と併用不可に

併用は制度の
趣旨に合わない

会計検査院が
問題点を指摘
（平成30年度）

転居

譲渡特例と住宅ローン控除
が併用できない期間

○譲渡特例
・居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例
・居住用財産の譲渡所得の特別控除
・特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例
・既成市街地等内にある土地等の中高層耐火建築物等の建設のための買換え及び交換の場合の譲渡所得の課税の特例
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オープンイノベーション促進税制の創設

新しい技術・ノウハウ等を持つイノベーションの担い手であるベンチャー企業と協働し、オープンイノベーショ
ンの取組みを重点的に進めていく観点から、事業会社による一定のベンチャー企業への出資に対し、その
出資額の25％相当の損金算入が認められる。
【適用時期】令和２年４月１日から令和４年３月31日までの間

法人税 大綱P60,61,68,69

事業会社

ベンチャー企業

減税

【事業会社の要件】
・国内の事業会社
・青色申告法人
・ベンチャー企業に直接または投資
事業有限責任組合を通じて出資

【ベンチャー企業の要件】
・設立後10年未満
・産業競争力強化法の新事業開拓
事業者のうち特定事業活動に資す
る事業を行うもの

出資

【出資の要件】
・１億円（中小事業者は1,000万円）
以上の出資（適用上限あり）
・経済産業大臣の証明が必要

出資額×25％
を損金算入

○ベンチャー企業の株式を取得から５年経過前に譲渡した場合等には益金算入
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連結納税制度のグループ通算制度への移行

企業の事務負担の軽減等の観点から、連結納税制度に代えて、企業グループ内の各法人を納税単位とし、
各法人が個別に法人税額の計算・申告を行い、損益通算等の調整を行うグループ通算制度に移行する。
【適用時期】令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用

法人税

整備

Ｂ社 Ｃ社

Ａ社

＜連結納税制度＞

Ｂ社 Ｃ社

Ａ社

＜グループ通算制度＞

納税単位：企業グループ全体
損益通算：グループ内で可能

納税単位：グループ内の各法人
損益通算：グループ内で可能

Ｂ社 Ｃ社

Ａ社

（参考）単体納税制度

納税単位：各法人
損益通算：不可

＜グループ通算制度の留意点＞
○ 親法人の適用開始前の欠損金は自己の所得の範囲内で控除可能に
○ 開始・加入時の時価評価課税、繰越欠損金の切捨ての対象を縮小
○ グループ内に１つでも大法人がある場合は、全法人について中小法人特例の適用不可

移行

事務負担
の軽減

税額計算
が複雑

大綱P63-68
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グループ通算制度移行に伴う単体納税の見直し

法人税

整備

グループ通算制度への移行にあわせて、単体納税制度で次の見直しが行われる。
【適用時期】令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用

制度 内容 現 行 改正案

受取配当等の
益金不算入

関連法人株式等の
控除負債利子の計算

原則法または簡便法
関連法人株式等の配当×４％
（その事業年度に支払う
負債利子×10％を上限）

関連法人株式等と
非支配目的株式等の判定

各法人の保有割合
で判定

100％グループ内の
法人全体の保有割合で判定

寄附金の
損金不算入

損金算入限度額の計算に
おける資本基準額

税務上の資本金等の額
会計上の資本金の額と
資本準備金の額の合計額

貸倒引当金
一括評価金銭債権の

設定対象になる金銭債権
100％グループ内の

法人間の金銭債権を含む
100％グループ内の

法人間の金銭債権を除外

資産の譲渡に
係る特別控除

収用換地等があった場合の
定額控除限度額（年5,000万円）

各法人ごとに
限度額まで利用可能

100％グループ内の
法人全体で限度額まで利用可能

大綱P68
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租税特別措置の適用要件の厳格化

租税特別措置の適用要件について、厳格化（設備投資要件の強化、一部の大企業が除外）される。
【適用時期】大綱では明記なし

法人税

増税

大綱P61,62,69,77

要件 現 行 改正案

所得要件 当期の所得金額≦前期の所得金額

賃上げ要件 継続雇用者給与等支給額＞前期の継続雇用者給与等支給額

設備投資要件 国内設備投資＞減価償却費総額×10％ 国内設備投資＞減価償却費総額×30％

①大企業向け租税特別措置の制限（研究開発税制、地域未来投資促進税制、情報連携投資促進税制）

②大企業向け賃上げ・投資促進税制

要件 現 行 改正案

賃上げ要件
(1) 雇用者給与等支給額＞前期の雇用者給与等支給額

(2) 継続雇用者給与等支給額≧前期の継続雇用者給与等支給額×103％

設備投資要件 国内設備投資≧減価償却費総額×90％ 国内設備投資≧減価償却費総額×95％

③交際費等の損金不算入制度、中小法人に係る損金算入の特例⇒適用期限２年延長
・資本金の額等が100億円超の法人は接待飲食費に係る50％損金算入特例の対象外に

④中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入特例⇒適用期限２年延長
・対象法人から連結法人を除外 ・常時使用する従業員数の要件を500人（現行1,000人）以下に引下げ
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企業版ふるさと納税の拡充

志ある企業の地方への寄附による地方創生の取組みへの積極的な関与を促し、地方への資金の流れを飛
躍的に高めるため、企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）の手続が簡素化・迅速化され、税額控除割合
が下記のとおり引き上げられた上で、５年間延長される。
【適用時期】令和２年４月１日から令和７年３月31日までの間

法人税・地方税 大綱P70,72

減税

約３割
損金算入により
国税＋地方税

１割
自己
負担

改正案

２割
法人税＋
法人住民税

１割
法人
事業税

約３割
損金算入により
国税＋地方税

４割
自己負担現 行

最大で寄附金額の約６割の負担軽減

最大で寄附金額の約９割の負担軽減

４割
法人税＋
法人住民税

２割
法人事業税

＜寄附に対する税軽減効果のイメージ＞
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消費税の申告期限の１月延長特例の創設

企業の事務負担の軽減や平準化を図る観点から、「法人税の確定申告書の提出期限の延長の特例」の適
用を受ける法人が、届出書を提出した場合には、消費税の申告期限を１か月に限って延長できる。
【適用時期】令和３年３月31日以後に終了する事業年度の末日の属する課税期間から

消費税

整備

法人税

消費税

事業年度開始

課税期間開始
（事業年度開始）

事業年度終了
（決算日）

課税期間終了
（決算日）

申告期限
（原則）

申告期限
（原則）

申告期限
（特例）

【改正案】
申告期限
（特例）

４／１ ３／３１ ５／３１ ６／３０

大綱P82

【現行】
特例なし

消費税の申告後に
決算額が変動すると
修正申告・更正の請求

○ 「消費税の確定申告書の提出期限を延長する旨の
届出書」を提出

○ 延長した期間に対して利子税がかかるので、実務上
は法人税と同様に見込納付を行うと考えられる。
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居住用賃貸建物の仕入税額控除の制限

居住用賃貸建物（※）の課税仕入れは、仕入税額控除が認められない。
※住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物以外の建物で高額特定資産（税抜き1,000万円以上
の棚卸資産または調整対象固定資産）に該当するもの

【適用時期】令和２年10月１日以後の居住用賃貸建物の仕入れ
【経過措置】令和２年３月31日までに締結した契約で令和２年10月１日以後に仕入れを行った場合を除く

消費税

増税

１年目 ２年目 ３年目

家賃収入０円
（非課税売上）

家賃収入300万円
（非課税売上）

家賃収入300万円
（非課税売上）

【現 行】

金売買を繰り返すことで課税売
上割合をかさ上げし、建物の消
費税相当を還付

【改正案】
居住用賃貸建物の課税仕入れ
は、仕入税額控除が不可
※住宅の貸付けの用に供しない
ことが明らかな部分は対象

【改正案】

住宅の貸付け以外の貸
付けの用に供した場合

または譲渡した場合は、
調整により仕入税額控
除が一部可能に

○上記のほか、住宅について、その用途を限定せず貸し付けた場合でも「人の居住の用に供することが明らかなもの」については非課税に

金売買還付
スキームに対処

大綱P84,85

賃貸マンション
の課税仕入れ
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その他の改正項目

国外居住親族の扶養控除
（大綱P39,40）

年齢16歳以上29歳以下、70歳以上（※）に（現行：年齢16歳以上）（令和５年分以後）
※30歳以上70歳未満でも①留学により非居住者となった者、②障害者、③その年に38万円以上仕送り
を受けている者は引き続き対象

エンジェル税制（大綱P22-24） クラウドファンディングを通じたエンジェル投資の利便性向上のため要件緩和や手続を簡略化

低未利用土地等を譲渡時の長期譲渡
所得の特別控除の特例（大綱P27）

都市計画区域内にある低未利用土地等について市区町村長の確認がされたもので、その年１月１日
において所有期間が５年超のものを譲渡した場合には、長期譲渡所得から100万円が控除可能に

所得税

資産税

特定資産の買換え特例（大綱P76,77） 一部見直しの上、３年延長

所有者不明土地等に係る固定資産税
の課税上の課題に対応する措置
（大綱P49,50）

①現に所有している者（相続人等）の申告の制度化（令和２年４月１日以後の条例施行日以後）
相続登記がなされない場合、「現に所有している者」として氏名・住所等の申告を制度化
②使用者を所有者とみなす制度の拡大（令和３年度以後の年度分）
調査を尽くしても所有者が１人も明らかとならない資産は使用者を所有者とみなして課税

医業継続に係る相続税・贈与税の納
税猶予制度（大綱50）

医療法等の改正を前提に適用期限を３年延長

住宅・土地税制
（大綱29,50-52,54-56）

特定居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例の２年延長
居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等の２年延長
特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等の２年延長
工事請負契約書及び不動産譲渡契約書に係る印紙税の特例措置の２年延長
住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る登録免許税の特例措置の２年延長
認定長期優良住宅に係る登録免許税・不動産取得税・固定資産税の特例措置の２年延長
新築住宅に係る固定資産税の減額措置の２年延長 など
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その他の改正項目

法人税

特定高度情報通信用認定等設備投資促
進税制の創設（大綱P62,63）

第５世代移動通信システム（５Ｇ）の整備を支援するため、認定導入計画（仮称）に従って導入され
る設備投資について、30％特別償却または15％税額控除が可能に

中小企業者の欠損金等以外の欠損金の
繰戻し還付不適用措置（大綱P77）

設備廃棄等欠損金額の特例を廃止した上で、不適用措置の適用期限を２年延長

子会社を利用した租税回避行為への対応
（大綱P88,89）

法人が、特定関係子法人から受ける「配当」が「株式の簿価×10％」を超える場合には、その配当
のうち益金不算入相当額を、その株式の簿価から引下げ（意図的な譲渡損失の創出を防止）

課税の停止措置（大綱P74）
短期の土地譲渡益に対する追加課税制度の適用停止措置、退職年金等積立金に対する法人税
の課税の停止措置の適用期限を３年延長

地方拠点強化税制（大綱P69,70） 一部の見直しの上、適用期限を２年延長

電気供給業に係る法人事業税の課税方式
の見直し（大綱80,81）

資本金 現 行 改正案（令和２年４月１日以後開始事業年度）

１億円超の法人 収入割 収入割＋付加価値割＋資本割

１億円以下の法人等 収入割 収入割＋所得割

納税環境整備（大綱92-100）

振替納税の通知依頼及びダイレクト納付の利用届出の電子化
準確定申告の電子的手続の簡素化
納税地の異動があった場合の振替納税手続の簡素化
電子帳簿等保存制度の見直し
地方税共通納税システムの対象税目（個人住民税の利子割・配当割・株式等譲渡所得割）の拡大
国外財産調書制度及び更正・決定の除斥期間の見直し
利子税・還付加算金等の割合の引下げ など

その他


